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１．はじめに

映像セキュリティ委員会では、これまで『防犯カメラシステムガイド』の策定や、各種『調査報告書』を⽤い
た最新情報等の提供などを通じて、防犯カメラの設置⽅法や運⽤等に関する知識の普及促進を図ってまいりま
した。

このような中、昨今の映像圧縮技術の躍進やHDDの⼤容量化、SDカードやクラウド録画などの録画媒体の多
様化に伴い、『どれくらいの期間の録画が適切なのか』という疑問が各⽅⾯から寄せられております。

また、画像保存期間については、⽤途・予算等の使⽤者の事情やプライバシーの観点等に勘案して総合的に判
断されるものであるところ、近年捜査機関による防犯カメラ映像の解析によって事件が解決される例が増加し
ていることから、保存された映像を事後に確認する観点から３か⽉以上が望ましいとの指摘もあります。

このため、当委員会では今般、業種・業態別に防犯カメラ映像がどれくらいの期間録画保存されているかを調
査し、運⽤にあたっての参考とすることとしたものです。

２．調査対象および調査⽅法

映像セキュリティ委員会の参加企業にご協⼒いただき、当該企業が防犯カメラの設置に関与した場所を対象
に録画保存期間に関するヒアリングを実施しました。それぞれの平均的な録画保存期間およびその理由を集
計し、さらに個⼈情報保護法の観点を含めた⾒解を纏めました。
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ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線

３．業界別録画保存期間①

業種・業態 集合住宅

録画保存期間 ３週間

主な理由 旅⾏や帰省で⻑期不在にしてトラブルの発覚が遅れた際に該当する部分の映像を取り出し、警察などの関係各所に提
出できるようにするため。

業種・業態 ⾃治会街頭防犯カメラ

録画保存期間 ３週間以上

主な理由 警察協⼒の際にデータ抽出に⾃治会の総意が必要となるケースがあり、録画期間が短いと消えてしまう可能性を考慮。
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３．業界別録画保存期間②

業種・業態 官公庁（個⼈情報の取り扱いがある窓⼝など）

録画保存期間 ２週間

主な理由 トラブル時は即時確認するケースが多く、個⼈情報取扱を考慮し⻑過ぎる期間の録画を避けるため。

業種・業態 学校（⼩・中・⾼・その他教育機関）

録画保存期間 3週間前後

主な理由 トラブル発覚に時間がかかるケースや⻑期休みもあり、即時対応が出来ない場合を考慮。
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３．業界別録画保存期間③

業種・業態 医療・福祉（サービス付き⾼齢者向け住宅等）

録画保存期間 １カ⽉間

主な理由 ご家族の要望で事故・事件等を遡って確認するケースを考慮した期間。

業種・業態 サービス業

録画保存期間 2週間

主な理由 お客様の忘れ物やトラブル発⽣時は、即時対応が可能なため。
また、個⼈情報取扱を考慮し⻑過ぎる期間の録画を避けるため。
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３．業界別録画保存期間④

業種・業態 ⼩売り業

録画保存期間 １週間

主な理由 内引き・万引き等対策として運⽤する際に、商品棚卸しの周期に合わせる必要がある為

業種・業態 データセンター

録画保存期間 ３カ⽉間

主な理由 業務運⽤上での振り返りの際に、必要となる期間。
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３．業界別録画保存期間⑤

業種・業態 ⾦融機関

録画保存期間 ３カ⽉間〜１２ケ⽉間

主な理由 お客様の来店周期、内部監査等の周期、また過去のトラブルで必要になった録画期間を考慮。

業種・業態 ⾦融機関（預⾦者保護法を鑑みた場合）

録画保存期間 ２年間

主な理由 預⾦者保護法で偽造・盗難カード被害の補償に関する期間が、被害発⽣から２年となる為。
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３．業界別録画保存期間⑥

業種・業態 製造業

録画保存期間 ２⽇間

主な理由 事故や装置等のトラブルがあった場合は即時確認となり、直前の動画を⾒る⽤途に限られるため、⻑い録画期
間は不要。
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４．最後に

こちらに記載する⽇数や運⽤⽅法についてはあくまでもヒアリングベースによる⽬安となり、市場統計による
正確なデータでなく、法令等に基づく必須・推奨の⽇数ではございません。（※⼀部事例除く）
設置する場所ごとに防犯設備⼠に相談し、適切な録画期間や運⽤⽅法検討し、必要であればさらに⻑期間の録
画⽇数を設定してください。
また、画像の確実な保全を期するため、バックアップを取るなど、保守・メンテナンスの⽅法や必要に応じて、
録画端末の冗⻑化等をご検討ください。
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